
 伊勢崎市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１号 

伊勢崎市議会委員会条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市議会委員会条例（平成１７年伊勢崎市条例第２０６号）の一部を次

のように改正する。 

第２０条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例に

より在職する場合においては、この条例による改正後の第２０条の規定は適

用せず、この条例による改正前の第２０条の規定は、なおその効力を有する。 

 

 

 伊勢崎市行政手続条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２号 

伊勢崎市行政手続条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市行政手続条例（平成１７年伊勢崎市条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次中「第４章 行政指導（第３０条―第３４条）」を 



「第４章 行政指導（第３０条―第３４条の２） 

第４章の２ 処分等の求め（第３４条の３） 」 
に改める。 

第３条中「第４章」を「第４章の２」に改め、同条第８号中「、又は」を

「又は」に改める。 

第３２条中「この条」の次に「及び次条」を加える。 

第３３条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に改

め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、市の機関等が許認可等

をする権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使し得る旨を示すとき

は、その相手方に対して、次に掲げる事項を示さなければならない。 

⑴ 当該権限を行使し得る根拠となる法令の条項 

 ⑵ 前号の条項に規定する要件 

⑶ 当該権限の行使が前号の要件に適合する理由 

第４章中第３４条の次に次の１条を加える。 

（行政指導の中止等の求め） 

第３４条の２ 法令に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる

規定が法律、条例又は群馬県の条例（以下この条及び次条において「法律又

は条例」という。）に置かれているものに限る。）の相手方は、当該行政指導

が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと思料するときは、当該行

政指導をした市の機関等に対し、その旨を申し出て、当該行政指導の中止そ

の他必要な措置をとることを求めることができる。ただし、当該行政指導が

その相手方について弁明その他意見陳述のための手続を経てされたものであ

るときは、この限りでない。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければな

らない。 

⑴ 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

⑵ 当該行政指導の内容 

⑶ 当該行政指導がその根拠とする法律又は条例の条項 

⑷ 前号の条項に規定する要件 

⑸ 当該行政指導が前号の要件に適合しないと思料する理由 



⑹ その他参考となる事項 

３ 当該市の機関等は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査

を行い、当該行政指導が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと認

めるときは、当該行政指導の中止その他必要な措置をとらなければならない。 

第４章の次に次の１章を加える。 

第４章の２ 処分等の求め 

第３４条の３ 何人も、法令に違反する事実がある場合において、その是正の

ためにされるべき処分（その根拠となる規定が条例等に置かれているものに

限る。）又は行政指導（その根拠となる規定が法律又は条例に置かれている

ものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分をする権限を有

する市長等又は当該行政指導をする権限を有する市の機関等に対し、その旨

を申し出て、当該処分又は行政指導をすることを求めることができる。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければな

らない。 

⑴ 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

⑵ 法令に違反する事実の内容 

⑶ 当該処分又は行政指導の内容 

⑷ 当該処分又は行政指導の根拠となる法令の条項 

⑸ 当該処分又は行政指導がされるべきであると思料する理由 

⑹ その他参考となる事項 

３ 当該市長等又は市の機関等は、第１項の規定による申出があったときは、

必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると認めるときは、当該処分

又は行政指導をしなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

等の公営に関する条例の一部改正） 

２ 伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

等の公営に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第７号）の一部を次のよう



に改正する。 

  第１５条中「及び第３章」を「、第３章及び第４章の２」に改める。 

 （伊勢崎市市税条例及び伊勢崎市国民健康保険税条例の一部改正） 

３ 次に掲げる条例の規定中「第３３条第３項」を「第３３条第４項」に、

「第３３条第２項」を「第３３条第３項」に改める。 

 ⑴ 伊勢崎市市税条例（平成１７年伊勢崎市条例第７５号）第２１条第２項 

 ⑵ 伊勢崎市国民健康保険税条例（平成１７年伊勢崎市条例第２１８号）第

３１条第２項 

 

 

 伊勢崎市職員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第３号 

伊勢崎市職員定数条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市職員定数条例（平成１７年伊勢崎市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「第２１条」を「第１９条」に改める。 

 第２条中「病院事業の職員 ７２６人」を「病院事業の職員 ７７６人」に、

「総計 ２，５２８人」を「総計 ２，５７８人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   



 

伊勢崎市条例第４号 

伊勢崎市特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市特別職報酬等審議会条例（平成１７年伊勢崎市条例第４０号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条中「及び副市長」を「、副市長及び教育長」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例に

より在職する場合においては、この条例による改正後の第２条の規定は適用

せず、この条例による改正前の第２条の規定は、なおその効力を有する。 

 

 

 伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例等の

一部を改正する等の条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第５号 

伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

等の一部を改正する等の条例 

（伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

第１条 伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年伊勢崎市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項第８０号を削り、同項第８１号中「同 委員」を「教育委員



会委員」に改め、同号を同項第８０号とし、同項中第８２号を第８１号とし、

第８３号から第１３７号までを１号ずつ繰り上げる。 

（伊勢崎市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 伊勢崎市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１７年伊勢崎市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び副市長」を「、副市長及び教育長」に改める。 

第３条に次の１号を加える。 

  ⑶ 教育長 月額 ６９３,０００円 

  別表中「副市長」を「副市長及び教育長」に改める。 

 （伊勢崎市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 伊勢崎市特別職の職員の退職手当に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「及び副市長」を「、副市長及び教育長」に改める。 

第３条第１項に次の１号を加える。 

  ⑶ 教育長 １００分の２５ 

（伊勢崎市教育委員会教育長の給与等に関する条例及び伊勢崎市教育委員会

教育長の退職手当に関する条例の廃止） 

第４条 次に掲げる条例は、廃止する。 

⑴ 伊勢崎市教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第８３号） 

 ⑵ 伊勢崎市教育委員会教育長の退職手当に関する条例（平成１７年伊勢崎

市条例第８４号） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正に伴う経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第７６号。以下「改正法」という。）附則第２条第１項の規定によ

り教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第１条の規定によ



る改正後の伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例第２条第１項の規定は適用せず、第１条の規定による改正前の伊勢崎

市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例第２条第１

項の規定は、なおその効力を有する。 

（伊勢崎市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職す

る場合においては、第２条の規定による改正後の伊勢崎市特別職の職員の給

与等に関する条例第１条、第３条及び別表の規定は適用せず、第２条の規定

による改正前の伊勢崎市特別職の職員の給与等に関する条例第１条、第３条

及び別表の規定は、なおその効力を有する。 

（伊勢崎市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職す

る場合においては、第３条の規定による改正後の伊勢崎市特別職の職員の退

職手当に関する条例第２条第１項及び第３条第１項の規定は適用せず、第３

条の規定による改正前の伊勢崎市特別職の職員の退職手当に関する条例第２

条第１項及び第３条第１項の規定は、なおその効力を有する。 

（伊勢崎市教育委員会教育長の給与等に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

５ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職す

る場合においては、第４条の規定による廃止前の伊勢崎市教育委員会教育長

の給与等に関する条例の規定は、なおその効力を有する。 

（伊勢崎市教育委員会教育長の退職手当に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

６ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職す

る場合においては、第４条の規定による廃止前の伊勢崎市教育委員会教育長

の退職手当に関する条例の規定は、なおその効力を有する。 

 

 

 伊勢崎市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  平成２７年３月２５日 

 



伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第６号 

伊勢崎市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市一般職の職員の給与に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第４５

号）の一部を次のように改正する。 

第１１条の２第２項中「１００分の１８」を「１００分の２０」に改める。 

第１２条の２第２項中「２万３，０００円」を「３万円」に、「４万５，０

００円」を「７万円」に改める。 

第２０条第１項中「管理職手当の支給を受ける職員」を「管理職員」に改め、

「年末年始の休日等」の次に「（次項において「週休日等」という。）」を加え、

同条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊

急の必要により週休日等以外の日の午前零時から午前５時までの間であって

正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別

勤務手当を支給する。 

第２０条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

 ⑴ 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１万２，０００円を超

えない範囲内において規則で定める額（当該勤務に従事する時間等を考

慮して規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００分の１

５０を乗じて得た額） 

 ⑵ 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、６，０００円を超えない

範囲内において規則で定める額 

 第２１条第２項中「、第１１条の３及び第１２条の２」を「及び第１１条の

３」に改める。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （平成３０年３月３１日までの間における単身赴任手当に関する特例） 

２ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間における単身赴任

手当の支給に関する伊勢崎市一般職の職員の給与に関する条例第１２条の２

第２項の規定の適用については、「３万円」とあるのは、「３万円を超えない

範囲内で規則で定める額」とする。 

 

 

 伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第７号 

伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市手数料条例（平成１７年伊勢崎市条例第８０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第１の２４の項中「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」を「鳥

獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改める。 

 別表第３の１建築物に関する確認申請手数料等の部１の項中「３及び」を削

り、同部２の項⑵中「３の表、４⑵」を「３⑵」に改め、同部３の項を削り、

同部４の項を同部３の項とする。 

別表第３の３建築物に関する中間検査申請手数料等の部１の項中「第１８条

第１７項」を「法第１８条第１９項」に改める。 

別表第３の４建築物に関する完了検査申請手数料等の部１の項中「第１８条

第１４項」を「第１８条第１６項」に改め、同部２の項中「第１８条第１９項」

を「第１８条第２１項」に改める。 

別表第３の６許可申請等手数料の部の表１の項中「法第７条の６第１項第１

号」の次に「又は第２号」を加え、「第１８条第２２項第１号」を「第１８条

第２４項第１号又は第２号」に、「により仮使用の承認を申請」を「による認



定の申請を」に改める。 

別表第６の２の項中「建築基準法施行令」の次に「（昭和２５年政令第３３

８号）」を加える。 

別表第７の３の項中「（当該申請に係る低炭素建築物新築等計画が同法第６

条第５項又は第１８条第４項に規定する構造計画適合性判定を要するものであ

る場合は、別表第３の規定により納付することとなる手数料を含む。）」を削る。 

   附 則 

 この条例中別表第１の２４の項の改正規定は平成２７年５月２９日から、そ

の他の改正規定は平成２７年６月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市教育長の勤務時間その他の勤務条件及び職務に専念する義務の特例

に関する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第８号 

伊勢崎市教育長の勤務時間その他の勤務条件及び職務に専念する義務の

特例に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教育長の勤務時間その他の勤務条件に関し必要な事項を

定めるとともに、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づき教育長の職務に専念する義務

の特例に関し必要な事項を定めるものとする。 

（勤務時間その他の勤務条件） 

第２条 教育長の勤務時間その他の勤務条件は、伊勢崎市一般職の職員の例に

よる。 

（職務に専念する義務の免除） 

第３条 教育長の職務に専念する義務の免除は、伊勢崎市一般職の職員の例に



よる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例に

より在職する場合においては、この条例の規定は適用しない。 

 

 

 伊勢崎市立学校設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第９号 

伊勢崎市立学校設置条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市立学校設置条例（平成１７年伊勢崎市条例第８８号）の一部を次の

ように改正する。 

別表３の部伊勢崎市立赤堀中学校の項中「西久保町二丁目３９８番地」を

「西久保町二丁目３２９番地１」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市奨学金条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 



伊勢崎市条例第１０号 

伊勢崎市奨学金条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市奨学金条例（平成１７年伊勢崎市条例第９３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条第２項中「市内において」を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市公民館条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１１号 

伊勢崎市公民館条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市公民館条例（平成１７年伊勢崎市条例第９９号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第１伊勢崎市境公民館の項中「境萩原１７５０番地１」を「境５９８番

地１」に改める。 

別表第２境公民館の部を次のように改める。 

境 公 民

館 

第１研修室 １，０２０円 １，０２０円 １，２３０円 ３，２９０円 

第２研修室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 

第３研修室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 

第１和室 ２００円 ２００円 ２５０円 ６６０円 

第２和室 ２００円 ２００円 ２５０円 ６６０円 

料理実習室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 

第１会議室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 

第２会議室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 



      

工作実習室 ５１０円 ５１０円 ６１０円 １，６４０円 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１２号 

伊勢崎市介護保険条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市介護保険条例（平成１７年伊勢崎市条例第１１４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条の２の次に次の１条を加える。 

（指定介護予防支援事業者の指定に関する基準） 

第２条の３ 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、法人とす

る。 

第３条中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成

２９年度まで」に改め、同条第１号中「２８，７００円」を「３５，４００円」

に改め、同条第２号中「２８，７００円」を「４９，６００円」に改め、同条

第３号中「４３，１００円」を「５３，１００円」に改め、同条第４号中「５

７，５００円」を「６２，０００円」に改め、同条第８号中「１００，６００

円」を「１４１，８００円」に改め、同号を同条第１２号とし、同条第７号中

「８６，２００円」を「１０６，３００円」に、「４００万円」を「２９０万

円」に、「除く。）に」を「除く。）、次号イ、第１０号イ又は第１１号イに」に

改め、同号を同条第８号とし、同号の次に次の３号を加える。 

⑼ 次のいずれかに該当する者 １２０，５００円 

ア 合計所得金額が４００万円未満である者であり、かつ、前各号のい



ずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令

第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ又は第１１号

イに該当する者を除く。） 

⑽ 次のいずれかに該当する者 １３１，１００円 

ア 合計所得金額が５００万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令

第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）又は次号イに該当す

る者を除く。） 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １３４，７００円 

ア 合計所得金額が６００万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第３条第６号中「７１，８００円」を「９２，１００円」に、「又は次号イ」

を「、次号イ、第９号イ、第１０号イ又は第１１号イ」に改め、同号を同条第

７号とし、同条第５号中「６６，１００円」を「８５，０００円」に、「又は

第７号イ」を「、第８号イ、第９号イ、第１０号イ又は第１１号イ」に改め、

同号を同条第６号とし、同条第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７０，９００円 

 第３条に次の１項を加える。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る前項第１

号に該当する者の平成２７年度から平成２９年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、３１，９００円とする。 

第５条第３項中「及びハ」を「若しくはニ」に、「又は第６号ロ」を「、第

６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロ」に、「第６号まで」を「第９号ま



で」に改める。 

 附則に次の３項を加える。 

（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律附則第１４条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

等に関する経過措置） 

９ 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業に

ついては、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性等に鑑み、その円滑な

実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日までの間は行わず、

当該市長が定める日の翌日から行うものとする。 

１０ 法第１１５条の４５第２項第４号に掲げる事業については、その円滑な

実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日までの間は行わず、

当該市長が定める日の翌日から行うものとする。 

１１ 法第１１５条の４５第２項第６号に掲げる事業については、その円滑な

実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日までの間は行わず、

当該市長が定める日の翌日から行うものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第３条に１項を

加える改正規定は、規則で定める日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の伊勢崎市介護保険条例の規定は、平成２７年度以降の年度分の保

険料から適用し、平成２６年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 

 

 

 伊勢崎市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例を

ここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   



 

伊勢崎市条例第１３号 

伊勢崎市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条

例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４６第５項の規定に基づき、地域包括支援センターの職

員及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 

（基本方針） 

第３条 地域包括支援センターは、次条第１項各号に掲げる職員が協働して包

括的支援事業を実施することにより、各被保険者の心身の状況、その置かれ

ている環境等に応じて、介護給付等対象サービスその他の保健医療サービス

又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるように導き、

各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日常生活を営む

ことができるようにしなければならない。 

（職員の員数） 

第４条 １の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の

数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべき専らその職

務に従事する常勤の職員の員数は、原則として次のとおりとする。 

 ⑴ 保健師その他これに準ずる者 １人 

 ⑵ 社会福祉士その他これに準ずる者 １人 

 ⑶ 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号）第１４０条の６８第１項に規定する主任介護支援専門員研修を修了

した者をいう。）その他これに準ずる者 １人 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活

圏域に１の地域包括支援センターを設置することが必要であると伊勢崎市地

域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議会」という。）において認



められた場合は、地域包括支援センターの職員配置基準は、次の各号に掲げ

る担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ おおむね１，０００人未満 前項各号に掲げる者のうちから１人又は２

人 

⑵ おおむね１，０００人以上２，０００人未満 前項各号に掲げる者のう

ちから２人（うち１人は、専らその職務に従事する常勤の職員とする。） 

⑶ おおむね２，０００人以上３，０００人未満 専らその職務に従事する

常勤の前項第１号に掲げる者１人及び専らその職務に従事する常勤の前項

第２号又は第３号に掲げる者のいずれか１人 

（運営） 

第５条 地域包括支援センターは、運営協議会の意見を踏まえて、適切、公正

かつ中立な運営を確保しなければならない。 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例をこ

こに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１４号 

伊勢崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例 



目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 人員に関する基準（第３条・第４条） 

第３章 運営に関する基準（第５条－第２９条） 

第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第３０条－第

３２条） 

第５章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５９条第１項第１号並びに第１１５条の２４第１項及び第２項の規

定に基づき、基準該当介護予防支援（法第５９条第１項第１号に規定する基

準該当介護予防支援をいう。以下同じ。）及び指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）の事業の人員及

び運営並びに基準該当介護予防支援及び指定介護予防支援に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。 

（基本方針） 

第２条 指定介護予防支援の事業は、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、自立した日常生活を営むことのできるように配慮して行われるものでな

ければならない。 

２ 指定介護予防支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境

等に応じて、利用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標

を達成するために、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標

を踏まえ、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して

行われるものでなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供に当たっては、利用

者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され

る指定介護予防サービス等（法第８条の２第１６項に規定する指定介護予防

サービス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は特定の介護予防サービス



事業者若しくは地域密着型介護予防サービス事業者（以下「介護予防サービ

ス事業者等」という。）に不当に偏することのないよう、公正中立に行わな

ければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援

センター（法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをい

う。以下同じ。）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の

２に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者（法第４６条

第１項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）、他の指定介

護予防支援事業者、介護保険施設、住民による自発的な活動によるサービス

を含めた地域における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならな

い。 

第２章 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第３条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護

予防支援事業所」という。）ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供

に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する

職員（以下「担当職員」という。）を置かなければならない。 

（管理者） 

第４条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管

理者を置かなければならない。 

２ 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護

予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者であ

る地域包括支援センターの職務に従事することができるものとする。 

第３章 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第１８条に規定する運営規程

の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の



同意を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、介護予防サービス計画が第２条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであること等につき説明を行い、理解を得なけれ

ばならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があった場

合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第６項で定めるところに

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使用する

方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合において、当該指定介護予防支援事

業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又は

その家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 

イ 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録された第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利

用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方

法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をす

る場合にあっては、指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

に第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

４ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力

することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

５ 第３項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業者の使



用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

６ 指定介護予防支援事業者は、第３項の規定により第１項に規定する重要事

項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電

磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第３項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が使用するも

の 

⑵ ファイルへの記録の方式 

７ 前項の規定による承諾を得た指定介護予防支援事業者は、当該利用申込者

又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けな

い旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第１項に

規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当

該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この

限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第６条 指定介護予防支援事業者は、正当な理由なく指定介護予防支援の提供

を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第７条 指定介護予防支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（当

該指定介護予防支援事業所が通常時に指定介護予防支援を提供する地域をい

う。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定介護予防支

援を提供することが困難であると認めた場合は、他の指定介護予防支援事業

者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 

第８条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供を求められた場

合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要支援認定

の有無及び要支援認定の有効期間を確かめるものとする。 

（要支援認定の申請に係る援助） 

第９条 指定介護予防支援事業者は、被保険者の要支援認定に係る申請につい



て、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、要支

援認定を受けていない利用申込者については、要支援認定の申請が既に行わ

れているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者

の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなけれ

ばならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利

用者が受けている要支援認定の有効期間の満了日の３０日前には行われるよ

う、必要な援助を行わなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第１０条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の担当職

員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から

求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第１１条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援（法第５８条第４項

の規定に基づき介護予防サービス計画費（法第５８条第２項に規定する介護

予防サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定介護予防支援事業者に

支払われる場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者から支払を

受ける利用料（介護予防サービス計画費の支給の対象となる費用に係る対価

をいう。以下同じ。）と、介護予防サービス計画費の額との間に、不合理な

差額が生じないようにしなければならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１２条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援について前

条の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記載した指定介護

予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

（指定介護予防支援の業務の委託） 

第１３条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支援セ



ンター運営協議会（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

第１４０条の６６第１号ロ⑵に規定する地域包括支援センター運営協議会

をいう。）の議を経なければならないこと。 

⑵ 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施で

きるよう委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。 

⑶ 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する

知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者

でなければならないこと。 

⑷ 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実

施する介護支援専門員が、第２条、この章及び次章の規定を遵守するよう

措置させなければならないこと。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、毎月、国民健康保険団体連合会（国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健

康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に対し、介護予防サービス計画にお

いて位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法定代理受領サービ

ス（法第５３条第４項の規定により介護予防サービス費が利用者に代わり当

該指定介護予防サービス事業者に支払われる場合の当該介護予防サービス費

に係る指定介護予防サービスをいう。）として位置付けたものに関する情報

を記載した文書を提出しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられている

基準該当介護予防サービスに係る特例介護予防サービス費の支給に係る事務

に必要な情報を記載した文書を、国民健康保険団体連合会に対して提出しな

ければならない。 

（利用者に対する介護予防サービス計画等の書類の交付） 

第１５条 指定介護予防支援事業者は、要支援認定を受けている利用者が要介

護認定を受けた場合その他利用者からの申出があった場合には、当該利用者

に対し、直近の介護予防サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付

しなければならない。 

（利用者に関する市への通知） 



第１６条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている利用者

が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を

市に通知しなければならない。 

⑴ 正当な理由なしに介護給付等対象サービス（法第２４条第２項に規定す

る介護給付等対象サービスをいう。）の利用に関する指示に従わないこと

等により、要支援状態の程度を増進させたと認められるとき又は要介護状

態になったと認められるとき。 

⑵ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようと

したとき。 

（管理者の責務） 

第１７条 指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業所

の担当職員その他の従業者の管理、指定介護予防支援の利用の申込みに係る

調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業所の担当

職員その他の従業者にこの章及び次章の規定を遵守させるため必要な指揮命

令を行うものとする。 

（運営規程） 

第１８条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、次に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」とい

う。）として次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 職員の職種、員数及び職務内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保） 

第１９条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対し適切な指定介護予防支援

を提供できるよう、指定介護予防支援事業所ごとに担当職員その他の従業者

の勤務の体制を定めておかなければならない。 



２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当該指定介

護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援の業務を提供しなけ

ればならない。ただし、担当職員の補助の業務については、この限りでない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、担当職員の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。 

（設備及び備品等） 

第２０条 指定介護予防支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を

有するとともに、指定介護予防支援の提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。 

（従業者の健康管理） 

第２１条 指定介護予防支援事業者は、担当職員の清潔の保持及び健康状態に

ついて、必要な管理を行わなければならない。 

（掲示） 

第２２条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい場

所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

（秘密保持） 

第２３条 指定介護予防支援事業所の担当職員その他の従業者は、正当な理由

がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならな

い。 

２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員その他の従業者であった者が、正当

な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこと

のないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、サービス担当者会議（第３１条第９号に規定

するサービス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情報を用いる

場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の

同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（広告） 

第２４条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所について広告

をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 



（介護予防サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第２５条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援事業所の管理者は、

介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定介護予防支援事業所

の担当職員に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービスを位置

付けるべき旨の指示等を行ってはならない。 

２ 指定介護予防支援事業所の担当職員は、介護予防サービス計画の作成又は

変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービ

スを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

３ 指定介護予防支援事業者及びその従業者は、介護予防サービス計画の作成

又は変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサ

ービスを利用させることの対償として、当該介護予防サービス事業者等から

金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情処理） 

第２６条 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援又は自

らが介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス等（第６項に

おいて「指定介護予防支援等」という。）に対する利用者及びその家族から

の苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の

内容等を記録しなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援に関し、法第

２３条の規定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又

は市の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して

市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合におい

ては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、市からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を市に報告しなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防サービス計画に位置付けた法

第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス又は法第５４条の２第１項

に規定する指定地域密着型介護予防サービスに対する苦情の国民健康保険団

体連合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わなければなら



ない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援等に対する利用者からの苦

情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の調査

に協力するとともに、自ら提供した指定介護予防支援に関して国民健康保険

団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は

助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

７ 指定介護予防支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった

場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければな

らない。 

（事故発生時の対応） 

第２７条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提

供により事故が発生した場合には速やかに市、利用者の家族等に連絡を行う

とともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処

置について記録しなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければな

らない。 

（会計の区分） 

第２８条 指定介護予防支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、

指定介護予防支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければな

らない。 

（記録の整備） 

第２９条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する

諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければなら

ない。 

⑴ 第３１条第１４号に規定する指定介護予防サービス事業者等との連絡調

整に関する記録 



⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳 

ア 介護予防サービス計画 

イ 第３１条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第３１条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第３１条第１５号に規定する評価の結果の記録 

オ 第３１条第１６号に規定するモニタリングの結果の記録 

⑶ 第１６条に規定する市への通知に係る記録 

⑷ 第２６条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 第２７条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防支援の基本取扱方針） 

第３０条 指定介護予防支援は、利用者の介護予防（法第８条の２第２項に規

定する介護予防をいう。以下同じ。）に資するよう行われるとともに、医療

サービスとの連携に十分配慮して行わなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が

生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選択できるよう、目標志

向型の介護予防サービス計画を策定しなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、自らその提供する指定介護予防支援の質の評

価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３１条 指定介護予防支援の方針は、第２条に規定する基本方針及び前条に

規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

⑴ 指定介護予防支援事業所の管理者は、担当職員に介護予防サービス計画

の作成に関する業務を担当させるものとする。 

⑵ 指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやす

いように説明を行う。 

⑶ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立

した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等



に応じ、継続的かつ計画的に指定介護予防サービス等の利用が行われるよ

うにしなければならない。 

⑷ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常

生活全般を支援する観点から、予防給付（法第１８条第２号に規定する予

防給付をいう。以下同じ。）の対象となるサービス以外の保健医療サービ

ス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス

等の利用も含めて介護予防サービス計画上に位置付けるよう努めなければ

ならない。 

⑸ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者

によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定介護予防サー

ビス事業者等に関するサービス及び住民による自発的な活動によるサービ

スの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する

ものとする。 

⑹ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な方法に

より、利用者について、その有している生活機能や健康状態、その置かれ

ている環境等を把握した上で、次に掲げる各領域ごとに利用者の日常生活

の状況を把握し、利用者及び家族の意欲及び意向を踏まえて、生活機能の

低下の原因を含む利用者が現に抱える問題点を明らかにするとともに、介

護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことが

できるように支援すべき総合的な課題を把握しなければならない。 

ア 運動及び移動 

イ 家庭生活を含む日常生活 

ウ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 

エ 健康管理 

⑺ 担当職員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメン

ト」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家

族に面接して行わなければならない。この場合において、担当職員は、面

接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければ

ならない。 

⑻ 担当職員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果、



利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及びそ

の家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を達成するため

の支援の留意点、本人、指定介護予防サービス事業者、自発的な活動によ

るサービスを提供する者等が目標を達成するために行うべき支援内容並び

にその期間等を記載した介護予防サービス計画の原案を作成しなければな

らない。 

⑼ 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サービス計画の

作成のために介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サー

ビス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を招集して行

う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報

を担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス計画の原案の内容に

ついて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただ

し、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等によ

り意見を求めることができるものとする。 

⑽ 担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サ

ービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該

介護予防サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して

説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

⑾ 担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予防サ

ービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。 

⑿ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス

事業者等に対して、介護予防訪問介護計画（群馬県指定介護予防サービス

等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年

群馬県条例第８９号。以下「県指定介護予防サービス等基準条例」とい

う。）第４１条第２号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。次号にお

いて同じ。）等指定介護予防サービス等基準において位置付けられている

計画の提出を求めるものとする。 

 ⒀ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サービ

ス計画に基づき、介護予防訪問介護計画等県指定介護予防サービス等基



準条例において位置付けられている計画の作成を指導するとともに、サ

ービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月に１

回、聴取しなければならない。 

⒁ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計画の

実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行

い、必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指定介護予防サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

⒂ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了するときは、

当該計画の目標の達成状況について評価しなければならない。 

⒃ 担当職員は、第１４号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」

という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービス事

業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行わなければならない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月に

１回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい

変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指定介護予

防通所介護事業所（県指定介護予防サービス等基準条例第９８条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）又は指定介護予防通

所リハビリテーション事業所（県指定介護予防サービス等基準条例第１

１８条第１項に規定する指定介護予防通所リハビリテーション事業所を

いう。）を訪問する等の方法により利用者に面接するよう努めるととも

に、当該面接ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡

を実施すること。 

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

⒄ 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催に

より、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門

的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由があ

る場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができ

るものとする。 



ア 要支援認定を受けている利用者が法第３３条第２項に規定する要支

援更新認定を受けた場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が法第３３条の２第１項に規定する

要支援状態区分の変更の認定を受けた場合 

⒅ 第３号から第１３号までの規定は、第１４号に規定する介護予防サービ

ス計画の変更について準用する。 

⒆ 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効

率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活を

営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院

若しくは入所を希望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請につい

て必要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うも

のとする。 

⒇ 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要支援者か

ら依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あ

らかじめ、介護予防サービス計画の作成等の援助を行うものとする。 

(２１) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリテー

ション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合に

は、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」

という。）の意見を求めなければならない。 

(２２) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予防通

所リハビリテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、

当該医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行

うものとし、医療サービス以外の指定介護予防サービス等を位置付ける

場合にあっては、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医

学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意事項を尊重し

てこれを行うものとする。 

(２３) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又は

介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅

における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の

心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、介護予防短



期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護を利用する日数が要支援

認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 

(２４) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置付

ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に介護予防

福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時、サ

ービス担当者会議を開催し、その継続の必要性について検証をした上で、

継続が必要な場合にはその理由を介護予防サービス計画に記載しなけれ

ばならない。 

(２５) 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売を位

置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定

介護予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

(２６) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第７３条第２項に規

定する認定審査会意見又は法第３７条第１項の規定による指定に係る介

護予防サービスの種類若しくは地域密着型介護予防サービスの種類につ

いての記載がある場合には、利用者にその趣旨（同項の規定による指定

に係る介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービスの種類に

ついては、その変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た

上で、その内容に沿って介護予防サービス計画を作成しなければならな

い。 

(２７) 担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場

合には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供

する等の連携を図るものとする。 

(２８) 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定に基づ

き、同条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合に

は、これに協力するよう努めなければならない。 

（介護予防支援の提供に当たっての留意点） 

第３２条 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発揮

できるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。 

⑴ 単に運動機能や栄養状態、口腔機能といった特定の機能の改善だけを目



指すものではなく、これらの機能の改善や環境の調整などを通じて、利用

者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援することによって生活の

質の向上を目指すこと。 

⑵ 利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に対

する意欲を高めるよう支援すること。 

⑶ 具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏まえ

た目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等とともに目標

を共有すること。 

⑷ 利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者の

できる行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。 

⑸ サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、地

域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サービス

又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等

の利用も含めて、介護予防に資する取組を積極的に活用すること。 

⑹ 地域支援事業（法第１１５条の４５に規定する地域支援事業をいう。）

及び介護給付（法第１８条第１号に規定する介護給付をいう。）と連続性

及び一貫性を持った支援を行うよう配慮すること。 

⑺ 介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重視した

効果的なものとすること。 

⑻ 機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めること。 

第５章 基準該当介護予防支援に関する基準 

（準用） 

第３３条 第２条及び第２章から前章（第２６条第６項及び第７項を除く。）

までの規定は、基準該当介護予防支援の事業について準用する。この場合に

おいて、第５条第１項中「第１８条」とあるのは「第３３条において準用す

る第１８条」と、第１１条中「指定介護予防支援（法第５８条第４項の規定

に基づき介護予防サービス計画費（法第５８条第２項に規定する介護予防サ

ービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定介護予防支援事業者に支払わ

れる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基準該当介護予防支援」と、

「介護予防サービス計画費の額」とあるのは「法第５９条第３項に規定する



特例介護予防サービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に完結した記録の保存については、この条例の規定

は適用しない。 

３ 前項の規定によりこの条例の規定は適用しないものとされた記録の保存に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 伊勢崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１５号 

伊勢崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２４年伊勢崎市条例第６１号）の一部を次のように改正す

る。 

目次中「第８０条」を「第８１条」に、「第８１条」を「第８２条」に、「第

８２条―第８４条」を「第８３条―第８５条」に、「第８５条・第８６条」を

「第８６条・第８７条」に、「第８７条―第１０８条」を「第８８条―第１０

９条」に、「第１０９条」を「第１１０条」に、「第１１０条―第１１２条」を

「第１１１条―第１１３条」に、「第１１３条」を「第１１４条」に、「第１１

４条―第１２８条」を「第１１５条―第１２９条」に、「第１２９条」を「第

１３０条」に、「第１３０条・第１３１条」を「第１３１条・第１３２条」に、



「第１３２条」を「第１３３条」に、「第１３３条」を「第１３４条」に改め

る。 

第６条第５項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の次に

「の同一敷地内」を加え、「併設されている」を「ある」に改め、同項第４号

中「第８２条第１項」を「第８３条第１項」に改め、同項第５号中「第１１０

条第１項」を「第１１１条第１項」に、「第８２条第６項第１号」を「第８３

条第６項」に、「第８３条第３項」を「第８４条第３項」に、「第８４条」を

「第８５条」に改め、同項第６号中「第１２９条第１項」を「第１３０条第１

項」に、「第８２条第６項第２号」を「第８３条第６項」に改め、同項第７号

中「第８２条第６項第３号」を「第８３条第６項」に改め、同項第８号中「指

定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改

める。 

第２３条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」

を「行い」に改める。 

第２９条第２項中「手当て」を「手当」に改める。 

第３２条第２項ただし書中「又は指定夜間対応型訪問介護事業所」を「、指

定夜間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所」に、「定期巡回サービ

ス、随時対応サービス又は随時訪問サービス」を「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護」に改める。 

 第６０条中「営むことができるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目

指し」を加える。 

 第６３条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同

条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が

第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービス

の内容を市長に届け出るものとする。 

 第６４条第１項中「第１１０条」を「第１１１条」に、「第１３０条」を

「第１３１条」に改める。 

 第６５条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を



「又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居

（法第８条第１９項又は法第８条の２第１５項に規定する共同生活を営むべき

住居をいう。）ごとに」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に

「においては施設」を加え、同条第２項中「指定居宅サービスをいう」の次に

「。以下同じ」を、「指定介護予防サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、

「指定地域密着型介護予防サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、「介護

保険施設」の次に「（法第８条第２４項に規定する介護保険施設をいう。以下

同じ。）」を加え、「第８２条第７項」を「第８３条第７項」に改める。 

 第１３５条を削り、第１３４条を第１３５条とし、第１３３条を第１３４条

とする。 

第７章第３節中第１３２条を第１３３条とする。 

 第１３１条ただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所」に改め、第７章第２節中同条を第１３２条とする。 

 第１３０条第９項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」に、「第８２条」を「第８３条」に、「複合型サービス従

業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第１０項中「指

定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改

め、同条を第１３１条とする。 

 第７章第１節中第１２９条を第１３０条とする。 

 第１２８条中「第９９条」を「第１００条」に、「第１０２条」を「第１０

３条」に、「第１０４条」を「第１０５条」に、「第１０５条第１項」を「第１

０６条第１項」に、「第１２２条」を「第１２３条」に改め、第６章第４節中

同条を第１２９条とする。 

 第１２７条第２項第２号中「第１１５条第２項」を「第１１６条第２項」に

改め、同項第３号中「第１１７条第６項」を「第１１８条第６項」に改め、同

項第７号中「第１０５条第２項」を「第１０６条第２項」に改め、同条を第１

２８条とする。 

 第１２６条を第１２７条とし、第１２２条から第１２５条までを１条ずつ繰

り下げる。 

 第１２１条中「地域密着型介護予防サービス」を「指定地域密着型介護予防



サービス」に改め、同条を第１２２条とする。 

 第１２０条を第１２１条とし、第１１９条を第１２０条とする。 

 第１１８条第１項中「第１１０条第５項」を「第１１１条第５項」に改め、

同条を第１１９条とする。 

 第１１７条を第１１８条とし、第１１４条から第１１６条までを１条ずつ繰

り下げる。 

第１１３条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、指定認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困難で

あることその他地域の実情により指定認知症対応型共同生活介護事業所の効

率的運営に必要と認められる場合は、１の事業所における共同生活住居の数

を３とすることができる。 

第１１３条第２項中「第１２４条」を「第１２５条」に改め、第６章第３節

中同条を第１１４条とする。 

 第６章第２節中第１１２条を第１１３条とする。 

 第１１１条第１項ただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条を第１１２条とする。 

 第１１０条第１項中「第１１３条」を「第１１４条」に改め、同条第４項中

「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

に、「第８２条」を「第８３条」に、「複合型サービス従業者」を「看護小規模

多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第７項中「指定複合型サービス事業所」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条を第１１１条とす

る。 

 第６章第１節中第１０９条を第１１０条とする。 

 第１０８条中「第１００条」を「第１０１条」に改め、第５章第４節中同条

を第１０９条とする。 

 第１０７条第２項第４号中「第９２条第６号」を「第９３条第６号」に改め、

同項第８号中「第１０５条第２項」を「第１０６条第２項」に改め、同条を第

１０８条とする。 

 第１０６条中「第８２条第６項各号」を「第８３条第６項」に改め、同条を

第１０７条とする。 



 第１０５条を第１０６条とし、第９７条から第１０４条までを１条ずつ繰り

下げる。 

 第９６条第１項中「第８２条第１２項」を「第８３条第１２項」に改め、同

条を第９７条とする。 

 第９５条を第９６条とし、第９２条から第９４条までを１条ずつ繰り下げる。 

 第９１条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」

を「行い」に改め、同条を第９２条とする。 

 第９０条を第９１条とし、第８９条を第９０条とし、第８８条を第８９条と

する。 

 第８７条中「第８２条第１２項」を「第８３条第１２項」に、「第９３条」

を「第９４条」に改め、同条を第８８条とする。 

 第５章第３節中第８６条を第８７条とする。 

 第８５条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１

５人（」の次に「登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、」を加え、同号

に次の表を加え、同条を第８６条とする。 

登録定員 ２６人又は２７人 ２８人 ２９人 

利用定員 １６人 １７人 １８人 

第５章第２節中第８４条を第８５条とする。 

 第８３条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設され

ている場合の項の中欄」に、「若しくは同一」を「、同一」に改め、「を含む。）」

の次に「若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を加

え、同条第３項中「指定複合型サービス事業所」の次に「（第１９３条に規定

する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加え、「第１

１１条第２項」を「第１１２条第２項」に、「第１１２条」を「第１１３条」

に改め、同条を第８４条とする。 

 第８２条第６項中「指定小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれ

かに掲げる施設等が併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該



各号」を「同表の中欄」に改め、「ときは、」の次に「同表の右欄に掲げる」を

加え、同項各号を削り、同項に次の表を加える。 

当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれ

かが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、

指定地域密着型特定施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設又は指定介護療養型

医療施設（医療法（昭和２３年法律第２

０５号）第７条第２項第４号に規定する

療養病床を有する診療所であるものに限

る。） 

介護職員 

当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所の同一敷地内

に中欄に掲げる施

設等のいずれかが

ある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所、指

定認知症対応型通所介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は介護老人保健施設 

看護師又は

准看護師 

第８２条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所」に改め、同条第８項中「複合型サービス従業者」を

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第１０項ただし書中「第

６項各号」を「第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に改め、同条第１

２項中「第９６条第１項」を「第９７条第１項」に改め、同条を第８３条とす

る。 

 第５章第１節中第８１条を第８２条とする。 

 第８０条中「、第４０条」を削り、第４章第３節中同条を第８１条とする。 

 第７９条第２項第５号中「次条において準用する第４０条」を「前条」に改

め、同条を第８０条とする。 

 第７８条の次に次の１条を加える。 

（事故発生時の対応） 

第７９条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対



応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、

当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して

採った処置について記録しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通

所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第６３条第４項の単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、

第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

 第１３９条第１項中「第１３０条第１項第４号」を「第１３１条第１項第４

号」に改める。 

 第１４８条第２項第８号中「第１０５条第２項」を「第１０６条第２項」に

改め、同項第９号を削る。 

 第１４９条中「第９９条」を「第１００条」に、「第１０５条第１項」を

「第１０６条第１項」に改める。 

 第１５１条第４項中「指定介護老人福祉施設」の次に「、指定地域密着型介

護老人福祉施設（サテライト型居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施

設を除く。第８項第１号及び第１７項、次条第１項第６号並びに第１８０条第

１項第３号において同じ。）」を加え、同条第８項第１号中「指定介護老人福祉

施設」の次に「又は指定地域密着型介護老人福祉施設」を加え、同条第１５項

中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

に改め、同条第１６項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所」に、「第８２条」を「第８３条」に改め、同条に次の

１項を加える。 

１７ 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライ

ト型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、

当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない場合にあっ

ては、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当該サテライト型



居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。この

場合にあって、介護支援専門員の数は、同号の規定にかかわらず、１以上

（入所者の数が１００又はその端数を増すごとに１を標準とする。）とする。 

 第１５２条第１項第６号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は

指定地域密着型介護老人福祉施設」を加える。 

 第１７６条第２項に次の１号を加える。 

⑺ 次条において準用する第１０６条第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

第１７７条中「第１０５条第１項」を「第１０６条第１項」に改める。 

第１８０条第１項第３号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は

指定地域密着型介護老人福祉施設」を加える。 

第１８９条中「第１０５条第１項」を「第１０６条第１項」に改める。 

「第９章 複合型サービス」を「第９章 看護小規模多機能型居宅介護」に

改める。 

第１９０条中「（以下「指定複合型サービス」という。）」を「（省令第１７条

の１０に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章において

「指定看護小規模多機能型居宅介護」という。）」に改める。 

第１９１条第１項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護の」に、「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」に、「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」に、「指定複合型サービスを」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護を」に、「指定複合サービスの事業をいう」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護をいう」に、「行う複合型サービス」を「行う看護小規模多機能

型居宅介護」に改め、同条第３項及び第４項中「複合型サービス従業者」を

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第６項中「指定複合型サ

ービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「行う指定

複合型サービス」を「行う指定看護小規模多機能型居宅介護」に、「複合型サ

ービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第７項

中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」



に、「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改

め、同条第８項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介

護計画」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所」に改め、同条第１０項中「指定複合型サービス事業者が」を「指

定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス

（以下「指定複合型サービス」という。）の事業を行う者をいう。以下同じ。）

が」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に改める。 

第１９２条第１項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所」に改める。 

第１９３条の見出し中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者」に改め、同条中「指定複合型サービス事業者」を「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に改め、「指定複合型サービス事業所」

の次に「（指定複合型サービスの事業を行う事業所をいう。）」を加える。 

第１９４条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」に、「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項中「指

定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改

め、同項第１号中「１５人」の次に「（登録定員が２５人を超える指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める

利用定員）」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 ２６人又は２７人 ２８人 ２９人 

利用定員 １６人 １７人 １８人 

第１９５条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護の」に改め、同条第２項第２号イ中「指定複合型サービス事業所」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第３項中「指定複

合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、同条第４

項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業



所」に改める。 

第１９６条の見出し及び同条第１項中「指定複合型サービス」を「指定看護

小規模多機能型居宅介護」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「行うとともに、定期的に外部

の者による評価を受けて」を「行い」に改める。 

第１９７条の見出し中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護」に改め、同条各号列記以外の部分中「指定複合型サービスの」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、同条第１号及び第２号中「指

定複合型サービスは」を「指定看護小規模多機能型居宅介護は」に改め、同条

第３号中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、

同条第４号中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に改め、同条第５号中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護の」に改め、同条第６号中「指定複合型サービス事業者は」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は」に改め、同条第７号中「指定複

合型サービスは」を「指定看護小規模多機能型居宅介護は」に改め、同条第８

号中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者」に改め、同条第９号中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護の」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介

護計画」に改める。 

 第１９８条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に改め、同条第３項中「指定複合

型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「複合

型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に、「複合型サービ

ス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改め、同条第４項中

「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」



に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改

める。 

第１９９条の見出し中「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅

介護計画」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報

告書」に改め、同条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機

能型居宅介護計画」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居

宅介護報告書」に改め、同条第２項及び第３項中「複合型サービス計画」を

「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同条第４項中「複合型サービス

従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「複合型サービス計画」

を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同条第５項から第８項までの

規定中「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、

同条第９項及び第１０項中「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型

居宅介護報告書」に改める。 

第２００条第１項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅

介護従業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護の」に改め、同条第２項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」に、「手当て」を「手当」に改める。 

第２０１条第１項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業者」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、同項第２号中「複合型サービ

ス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同項第５号中「複合

型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改め、同項第

１０号中「第１０５条第２項」を「第１０６条第２項」に改める。 

 第２０２条中「第８７条」を「第８８条」に、「第９０条」を「第９１条」

に、「第９３条」を「第９４条」に、「第９５条」を「第９６条」に、「第９７

条」を「第９８条」に、「第９８条」を「第９９条」に、「第１００条」を「第

１０１条」に、「第１０６条」を「第１０７条」に、「指定複合型サービスの」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「第８９条」を「第９０条」に、



「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「第

８２条第６項各号」を「第８３条第６項」に改める。 

 附則第２条中「第１１３条第１項」を「第１１４条第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

伊勢崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１６号 

伊勢崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例（平成２４年伊勢崎市条例第６２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第１号中「法第８条の２第１４項」を「法第８条の２第１２項」に改

める。 

 第７条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条

第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）に

は、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るも



のとする。 

 第８条第１項中「第１１０条第１項」を「第１１１条第１項」に、「第１２

９条第１項」を「第１３０条第１項」に、「第４４条第６項第２号」を「第４

４条第６項」に、「第４４条第６項第３号」を「第４４条第６項」に、「第１１

０条」を「第１１１条」に、「第１３０条」を「第１３１条」に改める。 

 第９条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又

は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法

第８条第１９項又は法第８条の２第１５項に規定する共同生活を営むべき住居

をいう。）ごとに」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「にお

いては施設」を加え、同条第２項中「第４４条第６項第４号」を「第４４条第

６項」に改める。 

 第１６条中「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第３７号。以下「指定介護予防支援等基準」という。）第３０条

第９号」を「伊勢崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例（平成２７年伊勢崎市条例第１４号。以下「指定介護予防支援等基準条

例」という。）第３１条第９号」に改める。 

 第３７条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第７条第４項の単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が

発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 第４４条第１項中「第８２条第１項」を「第８３条第１項」に、「第８１条」

を「第８２条」に改め、同条第６項中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設されている」を「次の表の

左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同表の中欄」に改め、「ときは、」の次に

「同表の右欄に掲げる」を加え、同項各号を削り、同項に次の表を加える。 

当該指定介護予防 指定認知症対応型共同生活介護事業 介護職員 



小 規 模 多 機 能 型 居

宅 介 護 事 業 所 に 中

欄 に 掲 げ る 施 設 等

の い ず れ か が 併 設

されている場合 

所、指定地域密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施設又は指定介

護療養型医療施設（医療法（昭和２３

年法律第２０５号）第７条第２項第４

号に規定する療養病床を有する診療所

であるものに限る。） 

 

当 該 指 定 介 護 予 防

小 規 模 多 機 能 型 居

宅 介 護 事 業 所 の 同

一 敷 地 内 に 中 欄 に

掲 げ る 施 設 等 の い

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サ

ービスの事業を行う事業所、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所、指定認知症対応型通所介護事業

所、指定介護老人福祉施設又は介護老

人保健施設 

看護師又は

准看護師 

第４４条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所」に改め、同条第８項中「複合型サービス従業者」を

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第１０項中「法第８条の

２第１８項」を「法第８条の２第１６項」に改め、同項ただし書中「第６項各

号」を「第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄

に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に改め、同条第

１３項中「第８２条第１項」を「第８３条第１項」に改める。 

 第４５条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項の中欄」に、「若しくは同一」を「、同一」に改め、

「を含む。）」の次に「若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業

を除く。）」を加え、同条第３項中「指定複合型サービス事業所」の次に「（指

定地域密着型サービス基準条例第１９３条に規定する指定複合型サービス事業

所をいう。次条において同じ。）」を加える。 

 第４７条第１項中「第８２条第１項」を「第８３条第１項」に、「２５人」

を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人（」の次に「登録定員が２



５人を超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定

員に応じて、次の表に定める利用定員、」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 ２６人又は２７人 ２８人 ２９人 

利用定員 １６人 １７人 １８人 

第４８条第５項中「第８６条第１項」を「第８７条第１項」に改める。 

 第６３条中「第４４条第６項各号」を「第４４条第６項」に改める。 

 第６５条中「及び第３１条から第３８条まで」を「、第３１条から第３６条

まで、第３７条（第４項を除く。）及び第３８条」に改める。 

 第６６条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」

を「行い」に改める。 

 第６７条第２号中「指定介護予防支援等基準第３０条」を「指定介護予防支

援等基準条例第３１条」に、「指定介護予防支援等基準第３１条」を「指定介

護予防支援等基準条例第３２条」に改める。 

 第７０条中「法第８条の２第１７項」を「法第８条の２第１５項」に改める。 

 第７１条第１項中「第１１０条第１項」を「第１１１条第１項」に、「第１

０９条」を「第１１０条」に改め、同条第４項中「第８２条」を「第８３条」

に改め、同条第１０項中「第１１０条第１項」を「第１１１条第１項」に改め

る。 

 第７４条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保

が困難であることその他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所の効率的運営に必要と認められる場合は、１の事業所における

共同生活住居の数を３とすることができる。 

第７４条第７項中「第１１３条第１項」を「第１１４条第１項」に改める。 

 第８６条中「第３６条から第３８条まで」を「第３６条、第３７条（第４項

を除く。）、第３８条」に改める。 

   附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 



 伊勢崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１７号 

伊勢崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市青少年問題協議会条例（平成１７年伊勢崎市条例第１０４号）の一

部を次のように改正する。 

第３条第１項中「２５人」を「２４人」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例に

より在職する場合においては、この条例による改正後の第３条第１項の規定

は適用せず、この条例による改正前の第３条第１項の規定は、なおその効力

を有する。 

 

 

 伊勢崎市保育の実施に関する条例を廃止する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１８号 

伊勢崎市保育の実施に関する条例を廃止する条例 

伊勢崎市保育の実施に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第１３４号）は、

廃止する。 



附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第１９号 

伊勢崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関

する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下

「法」という。）に規定する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

利用者負担に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 

（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業における利用者負担の額） 

第３条 支給認定保護者が支払う利用者負担の額（法第２７条第３項第２号、

第２８条第２項各号、第２９条第３項第２号、第３０条第２項各号及び附則

第９条第１項各号に規定する政令で定める額を限度として当該支給認定保護

者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市長が定める額をい

う。）は、次の各号に掲げる支給認定子どもに係る小学校就学前子どもの区

分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 法第１９条第１項第１号に該当するもの 別表第１に定める額 

⑵ 法第１９条第１項第２号及び第３号に該当するもの 別表第２に定める

額 



 （利用者負担の額の決定等） 

第４条 市長は、前条の利用者負担の額を決定し、又は変更したときは、その

旨を当該支給認定保護者及び当該支給認定保護者が利用する特定教育・保育

施設又は特定地域型保育事業者に通知するものとする。 

 （時間外保育における利用者負担の額） 

第５条 市が設置する特定教育・保育施設（保育所に限る。以下「市立保育所」

という。）において実施する時間外保育を受けた支給認定子どもの支給認定

保護者が支払う時間外保育における利用者負担の額は、別表第３に定めると

ころによる。 

（一時預かり事業における利用者負担の額） 

第６条 市が設置する特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下「市立幼稚園」

という。）において実施する一時預かりを受けた子どもの保護者が支払う一

時預かり事業における利用者負担の額は、別表第４に定めるところによる。 

第７条 市立保育所において実施する一時預かりを受けた子どもの保護者が支

払う一時預かり事業における利用者負担の額は、別表第５に定めるところに

よる。 

 （利用者負担の徴収） 

第８条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設から教育・保育又は時間外

保育を受けた支給認定子どもの支給認定保護者及び一時預かりを受けた子ど

もの保護者から、第３条及び前３条に定める利用者負担を徴収する。 

 （利用者負担の減免） 

第９条 市長は、前条の支給認定保護者又は保護者が第３条及び第５条から第

７条までの利用者負担を支払うことができないと認めたときは、これを減額

し、又は免除することができる。 

 （利用者負担の還付） 

第１０条 既納の利用者負担は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （伊勢崎市立幼稚園保育料徴収条例の廃止） 

２ 伊勢崎市立幼稚園保育料徴収条例（平成１７年伊勢崎市条例第９１号）は、

廃止する。 

 （伊勢崎市立幼稚園保育料徴収条例の廃止に伴う経過措置） 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに前項の規定

による廃止前の伊勢崎市立幼稚園保育料徴収条例第２条に基づいて徴収し、

又は徴収すべきであった保育料については、同条の規定は、この条例の施行

後も、なおその効力を有する。 

 （市立幼稚園における利用者負担の額の特例） 

４ 第３条第１号の規定にかかわらず、市立幼稚園における平成２７年度から

平成２９年度までの利用者負担の額については、次の表の左欄に掲げる年度

において同表の中欄に掲げる別表第１の額をそれぞれ同表の右欄に掲げる額

に読み替えるものとする。 

平成２７年度 ８，４００円 

（４，２００円） 

５，９００円 

（２，９５０円） 

１２，８００円 

（６，４００円） 

５，９００円 

（２，９５０円） 

１８，０００円 

（９，０００円） 

５，９００円 

（２，９５０円） 

平成２８年度 ８，４００円 

（４，２００円） 

６，７００円 

（３，３５０円） 

１２，８００円 

（６，４００円） 

８，１００円 

（４，０５０円） 

１８，０００円 

（９，０００円） 

９，８００円 

（４，９００円） 

平成２９年度 ８，４００円 

（４，２００円） 

７，５００円 

（３，７５０円） 



   

１２，８００円 

（６，４００円） 

１０，４００円 

（５，２００円） 

１８，０００円 

（９，０００円） 

１３，８００円 

（６，９００円） 

（施行日前に保育所に入所している子どもに係る所得割課税額の算定） 

５ 平成２７年３月１日及び施行日以後の各月初日において住民基本台帳法

（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されている

子どもで平成２７年３月１日において保育所に入所し施行日以後においても

引き続き法第１９条第１項第２号又は第３号に該当するものに係る利用者負

担の額については、別表第２における所得割課税額を次の計算式で算定する。 

  所得割課税額－（０歳から１５歳までの扶養人数×３３０，０００円＋１

６歳から１８歳までの扶養人数×１２０，０００円）×６％ 

 （伊勢崎市保育所条例の一部改正） 

６ 伊勢崎市保育所条例（平成１７年伊勢崎市条例第１３５号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１条中「。以下「法」という。」を削る。 

第２条中「別表第１」を「別表」に改める。 

  第３条を次のように改める。 

（保育所における保育） 

第３条 保育所は、保育を必要とする乳児又は幼児（以下「児童」という。）

を保育する。 

  第４条第１号中「伊勢崎市保育の実施に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第１３４号）第２条の規定」を「子ども・子育て支援法施行規則（平成

２６年内閣府令第４４号）第１条に定める事由」に、「実施を必要と」を

「必要を」に改め、同条第２号中「保護者から保育の委託を受け、」を削る。 

  第５条の見出し中「延長保育」を「時間外保育」に改め、同条中「保護者

の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴い、保育時間の延長を必要とし

ている当該保育所に現に入所している児童に対し、保育所の開所時間を超え

た保育（以下「延長保育」という。）」を「子ども・子育て支援法（平成２４



年法律第６５号）第５９条第２号に規定する時間外保育事業」に改める。 

  第６条中「法第２１条の９の規定に基づき、家庭において保育を受けるこ

とが一時的に困難となった児童を一時的に預かり、必要な保護を行う事業」

を「子ども・子育て支援法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業」に

改める。 

  第８条から第１１条までを削り、第１２条を第８条とする。 

  別表第２を削り、別表第１を別表とする。 

 

別表第１（第３条関係） 

階層区分 利用者負担の額（月額） 

第 １

階層 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯を含

む。以下同じ。）及び中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付受給世帯 

０円 

第 ２

階層 

第１階層を除

き、当該年度

の４月分から

８月分までの

利用者負担の

額の算定にあ

っては前年度

分の、当該年

度の９月分か

ら３月分の算

定にあっては

当該年度分の 

市町村民税非課税世帯 

（市町村民税所得割非課

税世帯を含む。） 

１，４００円 

（７００円） 

第 ３

階層 

市町村民税所得割課税額 

４８，６００円未満 

５，９００円 

（２，９５０円） 

市町村民税所得割課税額 

４８，６００円以上７

７，１００円以下 

８，４００円 

（４，２００円） 

第 ４

階層 

市町村民税所得割課税額 

７７，１０１円以上２１

１，２００円以下 

１２，８００円 

（６，４００円） 

第５ 市町村民税所得割課税額 １８，０００円 



階層 市町村民税の

額の区分が右

欄の区分に該

当する世帯 

２１１，２０１円以上 （９，０００円） 

備考 

１ 第２階層、第３階層、第４階層又は第５階層に属する世帯であって、

同一世帯から２人以上の子どもが小学校第１学年から第３学年までに在

学し、幼稚園若しくは認定こども園に入園し、保育所若しくは情緒障害

児短期治療施設通所部（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７

条第１項に規定する情緒障害児短期治療施設の通所部をいう。以下同

じ。）に入所し、特別支援学校幼稚部（学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第７６条第２項に規定する特別支援学校幼稚部をいう。以下同

じ。）に入学し、又は特定地域型保育事業、児童発達支援（児童福祉法

第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援をいう。以下同じ。）、医

療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援をいう。

以下同じ。）若しくは放課後等デイサービス（同条第４項に規定する放

課後等デイサービスをいう。以下同じ。）を利用している場合における

当該特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に入所等している支給

認定子どもにおける利用者負担の額は、次のとおりとする。 

⑴ 当該特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に入所等している

支給認定子どもの年齢が最も高い場合（同年齢の支給認定子どもが２

人以上の場合は、そのうち１人とする。） この表に定める額 

⑵ 前号以外の支給認定子どもで当該特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業に入所等している支給認定子どもの年齢が最も高い場合又

は当該特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に入所等している

支給認定子どもの年齢が２番目に高い場合（同年齢の支給認定子ども

が２人以上の場合は、そのうち１人とする。） この表の括弧内の額 

⑶ 前２号以外の支給認定子どもで、当該特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業に入所等している場合 ０円 

２ １の規定にかかわらず、支給認定子どもの属する世帯が、第２階層



と認定された世帯で、次に掲げる世帯に該当する場合の利用者負担の額

は、０円とする。 

⑴ 母子世帯等 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１

２９号）第６条第１項又は第２項に規定する配偶者のない者で現に支

給認定子どもを扶養しているものの世帯 

⑵ 在宅障害児（者）のいる世帯 次に掲げる児（者）を有する世帯 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定め

る身体障害者手帳の交付を受けた者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

に定める療育手帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３

４号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児又は国民年金法（昭

和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受

給者 

⑶ その他の世帯 保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護

者等特に困窮していると市長が認めた世帯 

３ この表における「所得割課税額」とは、地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２９２条第１項第２号に規定する所得割（この所得割を

計算する場合には、同法第３１４条の７第１項第１号及び第２項並びに

第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項及び第５条の４第６項の規

定は適用しないものとする。）の額をいう。なお、同法第３２３条に規

定する市町村民税の減免があった場合には、その額を所得割課税額から

順次控除して得た額を所得割課税額とする。 

４ １の規定にかかわらず、第３子以降の支給認定子どもであって市長

が別に定める要件を満たす場合の利用者負担の額は、０円とする。 

別表第２（第３条関係） 



階層区分 

利用者負担の額 （月額） 

２号認定 ３号認定 

保育標準

時間 

保育短時

間 

保育標準

時間 

保育短時

間 

Ａ 階

層 

生活保護法による被保護世

帯及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による支援給

付受給世帯 

０円 ０円 ０円 ０円 

Ｂ 階

層 

Ａ階層を

除き、当

該年度の

４月分か

ら８月分

までの利

用者負担

の額の算

定にあっ

ては前年

度分の、

当該年度

の９月分

から３月

分の算定

にあって

は当該年 

市町村民税非課

税世帯（市町村

民税所得割非課

税世帯を含む。） 

３，００

０円 

（１，５

００円） 

３，００

０円 

（１，５

００円） 

３，００

０円 

（１，５

００円） 

３，００

０円 

（１，５

００円） 

Ｃ １

階層 

市町村民税所得

割課税額 

４８，６００円

未満 

９，２０

０円 

（４，６

００円） 

９，００

０円 

（４，５

００円） 

９，２０

０円 

（４，６

００円） 

９，００

０円 

（４，５

００円） 

Ｃ ２

階層 

市町村民税所得

割課税額 

４８，６００円

以上７２，８０

０円未満 

１４，６

００円 

（７，３

００円） 

１４，３

００円 

（７，１

５０円） 

１５，０

００円 

（７，５

００円） 

１４，６

００円 

（７，３

００円） 

Ｃ ３

階層 

市町村民税所得

割課税額 

７２，８００円

以上９７，００ 

１８，０

００円 

（９，０

００円） 

１７，６

００円 

（８，８

００円） 

１９，０

００円 

（９，５

００円） 

１８，５

００円 

（９，２

５０円） 



 度分の市

町村民税

の額の区

分が右欄

の区分に

該当する

世帯 

０円未満     

Ｃ ４

階層 

市町村民税所得

割課税額 

９７，０００円

以上１３３，０

００円未満 

２０，０

００円 

（１０，

０００

円） 

１９，６

００円 

（９，８

００円） 

２５，０

００円 

（１２，

５００

円） 

２４，４

００円 

（１２，

２００

円） 

Ｃ ５

階層 

市町村民税所得

割課税額 

１３３，０００

円以上１６９，

０００円未満 

２１，４

００円 

（１０，

７００

円） 

２０，９

００円 

（１０，

４５０

円） 

３２，０

００円 

（１６，

０００

円） 

３１，３

００円 

（１５，

６５０

円） 

Ｃ ６

階層 

市町村民税所得

割課税額 

１６９，０００

円以上３０１，

０００円未満 

２２，０

００円 

（１１，

０００

円） 

２１，５

００円 

（１０，

７５０

円） 

３８，０

００円 

（１９，

０００

円） 

３７，１

００円 

（１８，

５５０

円） 

Ｃ ７

階層 

市町村民税所得

割課税額 

３０１，０００

円以上３９７，

０００円未満 

２２，６

００円 

（１１，

３００

円） 

２２，１

００円 

（１１，

０５０

円） 

４０，０

００円 

（２０，

０００

円） 

３９，１

００円 

（１９，

５５０

円） 

Ｃ ８

階層 

市町村民税所得

割 課 税 額 ３ ９

７，０００円以

上 

２３，２

００円 

（１１，

６００

円） 

２２，７

００円 

（１１，

３５０

円） 

４２，０

００円 

（２１，

０００

円） 

４１，１

００円 

（２０，

５５０

円） 

備考 

１ この表における「２号認定」とは法第１９条第１項第２号に該当す



る支給認定子どもをいい、「３号認定」とは同項第３号に該当する支給

認定子どもをいう。 

２ 法第１９条第１項第３号に該当する支給認定子どもが年度途中にお

いて満３歳に到達した場合の利用者負担の額は、当該年度中はこの表の

３号認定の額を適用する。 

３ Ｂ階層又はＣ階層に属する世帯であって、同一世帯から２人以上の

子どもが保育所若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所し、幼稚

園若しくは認定こども園に入園し、特別支援学校幼稚部に入学し、又は

特定地域型保育事業、児童発達支援、医療型児童発達支援若しくは放課

後等デイサービスを利用している場合における当該特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業に入所等している支給認定子どもにおける利用

者負担の額は、次のとおりとする。 

⑴ 当該特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に入所等している

支給認定子どもの年齢が最も高い場合（同年齢の支給認定子どもが２

人以上の場合は、そのうち１人とする。） この表に定める額 

⑵ 前号以外の支給認定子どもで当該特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業に入所等している支給認定子どもの年齢が最も高い場合又

は当該特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に入所等している

支給認定子どもの年齢が２番目に高い場合（同年齢の支給認定子ども

が２人以上の場合は、そのうち１人とする。） この表の括弧内の額 

⑶ 前２号以外の支給認定子どもで、当該特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業に入所等している場合 ０円 

４ ３の規定にかかわらず、支給認定子どもの属する世帯が、Ｂ階層と

認定された世帯で、次に掲げる世帯に該当する場合の利用者負担の額は、

０円とする。 

⑴ 母子世帯等 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第１項又は第２

項に規定する配偶者のない者で現に支給認定子どもを扶養しているも

のの世帯 

⑵ 在宅障害児（者）のいる世帯 次に掲げる児（者）を有する世帯 

ア 身体障害者福祉法第１５条に定める身体障害者手帳の交付を受け



た者 

イ 療育手帳制度要綱に定める療育手帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条に定める精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手

当の支給対象児又は国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等

の受給者 

⑶ その他の世帯 保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護

者等特に困窮していると市長が認めた世帯 

５ この表における「所得割課税額」とは、地方税法第２９２条第１項

第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１

４条の７第１項第１号及び第２項並びに第３１４条の８並びに同法附則

第５条第３項及び第５条の４第６項の規定は適用しないものとする。）

の額をいう。なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があっ

た場合には、その額を所得割課税額から順次控除して得た額を所得割課

税額とする。 

６ この表における「保育標準時間」とは法第２０条第３項に規定する

保育必要量を１日１１時間までと市長が認めたものをいい、「保育短時

間」とは１日８時間までと認めたものをいう。 

７ ３の規定にかかわらず、第３子以降の支給認定子どもであって市長

が別に定める要件を満たす場合の利用者負担の額は、０円とする。 

別表第３（第５条関係） 

階層区分 
利用者負担の額（１回） 

開所時間内 開所時間外 

Ａ階層 生活保護法による被保護世帯及び中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律によ

る支援給付受給世帯 

０円 ０円 



    

Ｂ階層 Ａ階層を除き前年度分の市町村民税非

課税世帯 
４０円 ４０円 

Ｃ階層 Ａ階層及びＢ階層を除き市町村民税課

税世帯 
２００円 ２００円 

備考 

  １ この表における「開所時間内」とは市立保育所の開所時間内における

時間外保育をいい、「開所時間外」とは市立保育所の開所時間外におけ

る時間外保育をいう。 

  ２ 開所時間内又は開所時間外の利用はそれぞれを１回と数え、同日にお

ける開所時間内及び開所時間外の利用は２回と数える。 

  ３ Ｂ階層における利用者負担の上限額は、開所時間内又は開所時間外ご

とにそれぞれ１月当たり６００円とする。 

  ４ Ｃ階層における利用者負担の上限額は、開所時間内又は開所時間外ご

とにそれぞれ１月当たり３，０００円とする。 

別表第４（第６条関係） 

区分 利用者負担の額（１時間） 

子ども１人につき １００円 

別表第５（第７条関係） 

区分 利用者負担の額（日額） 

生活保護法による被保護世帯及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による支援給付受給世帯に属す

る子ども１人につき 

０円 

上記以外の子ども１人につき ３歳未満 ２，０００円 

３歳以上 １，５００円 

備考 

１ 年齢は、一時預かりの受入日の属する年度の初日の前日における満



年齢とする。 

２ 一時預かりの受入時間が４時間以内の場合、利用者負担の額は日額

の２分の１とする。 

 

 

 伊勢崎市放課後児童健全育成事業に関する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２０号 

伊勢崎市放課後児童健全育成事業に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下「事

業」という。）を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （実施場所） 

第２条 事業は、赤堀放課後児童健全育成ルームにおいて実施する。 

 （対象児童） 

第３条 事業を利用することができる者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されている小学校に就学して

いる児童で、保護者の労働等により放課後等に家庭が常時留守となっている

ものとする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでな

い。 

（一時利用） 

第４条 市長は、事業の運営上支障のない範囲内において、一時的な利用（以

下「一時利用」という。）を実施することができる。 

２ 一時利用できる者は、住民基本台帳法に基づき本市の住民基本台帳に記録

されている小学校に就学している児童で、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。 



 ⑴ 保護者の就労形態等により、家族が監護することが継続的に困難となる

児童 

 ⑵ 保護者の傷病、入院等により、緊急又は一時的に利用を必要とする児童 

 ⑶ 保護者の育児疲れ解消等の私的な理由その他の事由により一時的に利用

を必要とする児童 

３ 児童は、１人当たり月に１４日を超えて一時利用することができない。 

 （利用の許可） 

第５条 事業を利用しようとする児童の保護者は、規則で定めるところにより

市長に申請し、許可を受けなければならない。 

 （利用の制限） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用を許可しないこ

とができる。 

 ⑴ 児童が病気その他の理由により集団生活に適さないと認めたとき。 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、市長が事業の運営上支障があると認めたとき。 

（利用許可の取消し） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用の許可を取り消

すことができる。 

 ⑴ 児童が第３条の規定に該当しなくなったとき。 

 ⑵ 保護者又はその他のものが児童を監護できるとき。 

 ⑶ 前条各号の規定に該当することになったとき。 

 ⑷ 保護者が偽りその他不正な手段により利用の許可を受けたとき。 

 （利用時間） 

第８条 事業を利用できる時間は、学校の放課後から午後７時までとする。 

２ 学校の休業日に当たる場合の利用時間は、午前８時から午後７時までとす

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、学校の行事その他の特別の事情があ

ると認めるときは、利用時間を変更することができる。 

 （休業日） 

第９条 事業の休業日は、次のとおりとする。 

 ⑴ 日曜日 



 ⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

 ⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

 ⑷ その他市長が特に必要と認めた日 

 （放課後児童支援員） 

第１０条 市長は、伊勢崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成２６年伊勢崎市条例第３４号）に定めるところによ

り放課後児童支援員（同条例第１１条第１項に規定する放課後児童支援員を

いう。）を置かなければならない。 

 （利用者負担金） 

第１１条 第５条の許可を受けた保護者は、利用者負担金として児童１人につ

き月額１万円を納めなければならない。 

２ 事業を一時利用する児童の保護者は、利用者負担金として児童１人につき

日額８００円を納めなければならない。ただし、月額１万円を限度とする。 

 （利用者負担金の減免） 

第１２条 市長は、特別の理由があると認めるときは、前条の利用者負担金を

減額し、又は免除することができる。 

 （利用者負担金の還付） 

第１３条 既納の利用者負担金は、還付しない。ただし、市長が特に必要と認

めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市農業近代化資金融通特別措置条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   



 

伊勢崎市条例第２１号 

伊勢崎市農業近代化資金融通特別措置条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市農業近代化資金融通特別措置条例（平成１７年伊勢崎市条例第２２

７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第５号中「伊勢崎市農業経営改善計画認定事業実施要領（平成１７年

１月１日制定）」を「農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）」に

改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

伊勢崎市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に

関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２２号 

伊勢崎市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性

化に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部

を改正する条例 

伊勢崎市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に

関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例（平成２０年伊勢

崎市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条の表乙種区域の項区域の範囲の欄を次のように改める。 

法第１０条第１項に規定する同意企業立地重点促進区域のうち、次に掲

げる工業団地等とする。ただし、本市の区域に属する範囲に限る。 



⑴ 伊勢崎三和工業団地 

⑵ 伊勢崎名和工業団地 

⑶ 八斗島工業団地 

⑷ 伊勢崎南部工業団地 

⑸ 伊勢崎南部第二工業団地 

⑹ 伊勢崎南部第三工業団地 

⑺ 伊勢崎佐波第一工業団地 

⑻ 境上武工業団地 

⑼ 境上武第二工業団地 

⑽ 境北部工業団地 

⑾ 多田山産業団地 

⑿ 伊勢崎宮郷工業団地 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市小口資金融資促進条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２３号 

伊勢崎市小口資金融資促進条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市小口資金融資促進条例（平成１７年伊勢崎市条例第２３１号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「限る。）」の次に「であって、同法に規定する特定事業（風

俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業

及び同条第１１項に規定する接客業務受託営業を除く。以下「特定事業」とい

う。）を行うものであり、かつ、伊勢崎市暴力団排除条例（平成２４年伊勢崎



市条例第３２号）第２条第３号に規定する暴力団又は同条第４号に規定する暴

力団員等のいずれにも該当しないもの」を加える。 

第５条第５号中「連帯保証人は、規則で定める場合を除き、融資対象者が個

人の場合は不要とし、法人の場合はその代表者を付するものとする」を「保証

人については、契約金融機関の定めるところによる」に改め、同号ただし書中

「法人の場合もこの限りでない」を「保証人を付すことを要しない」に改め、

同条第８号を次のように改める。 

⑻ 原則として物的担保は不要とする。 

附則第４項中「平成２７年３月３１日」を「平成２８年３月３１日」に改め

る。 

附則第６項中「平成２５年度以前」を「平成２６年度以前」に、「平成２７

年３月３１日」を「平成２８年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市勤労者生活資金融資促進条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２４号 

伊勢崎市勤労者生活資金融資促進条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市勤労者生活資金融資促進条例（平成１７年伊勢崎市条例第２３５号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条第２号中「市内の」の次に「桐生信用金庫、アイオー信用金庫、あか

ぎ信用組合、ぐんまみらい信用組合、」を加え、「農業協同組合」を「佐波伊勢

崎農業協同組合」に改める。 

   附 則 



 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市道路占用料徴収条例及び伊勢崎市公共物管理条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２５号 

伊勢崎市道路占用料徴収条例及び伊勢崎市公共物管理条例の一部を改正

する条例 

 （伊勢崎市道路占用料徴収条例の一部改正） 

第１条 伊勢崎市道路占用料徴収条例（平成１７年伊勢崎市条例第１６７号） 

 の一部を次のように改正する。 

  別表法第３２条第１項第１号に掲げる工作物の項中「６３０円」を「４３

０円」に、「９７０円」を「６６０円」に、「１，３００円」を「９００円」

に、「５６０円」を「３９０円」に、「９００円」を「６２０円」に、「１，

２００円」を「８５０円」に、「５６円」を「３９円」に、「６円」を「４円」

に、「３円」を「２円」に、「５５０円」を「３８０円」に、「３４０円」を

「２３０円」に、「１，１００円」を「７７０円」に、「４７０円」を「３２

０円」に、「２，０００円」を「１，９００円」に改め、同表法第３２条第

１項第２号に掲げる物件の項中「２４円」を「１６円」に、「３４円」を

「２３円」に、「５１円」を「３５円」に、「６７円」を「４６円」に、「１

００円」を「７０円」に、「１３０円」を「９３円」に、「２４０円」を「１

６０円」に、「３４０円」を「２３０円」に、「６７０円」を「４６０円」に

改め、同表中 

 「 

法第３２条第１項第３号及び第４号 占用面積 １，１００円 を 



に掲げる施設 １平方メ

ートルに

つき１年 

 

 

法 第 ３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

地 下 街

及 び 地

下室 

階数が１のもの Ａに０．００４を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに０．００６を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Ａに０．００８を

乗じて得た額 

上空に設ける通路 １，０００円 

地下に設ける通路 ６００円 

その他のもの １，１００円 

                                  」 

 「 

法第３２条第１項第３号及び第４号

に掲げる施設 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

７７０円 

に 

法 第 ３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

地 下 街

及 び 地

下室 

階数が１のもの Ａに０．００４を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに０．００７を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Ａに０．００８を

乗じて得た額 

上空に設ける通路 ９３０円 

地下に設ける通路 ５６０円 

その他のもの ７７０円 

                                  」 

改め、同表法第３２条第１項第６号に掲げる施設の項中「２０円」を「１９

円」に、「２００円」を「１９０円」に改め、同表令第７条第１号に掲げる

物件の項中「２００円」を「１９０円」に、「２，０００円」を「１，９０

０円」に、「９００円」を「６２０円」に、「２０円」を「１９円」に、「１，

０００円」を「９３０円」に改め、同表令第７条第２号に掲げる工作物の項



中「１，０００円」を「７７０円」に改め、同表中 

 「 

令第７条第４号に掲げる工事用施設

及び同条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

２００円 

を 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物

及び同条第７号に掲げる施設 

１１０円 

令第７条

第９号に

掲げる施

設 

建築物 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに０．０１４を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに０．０１を乗

じて得た額 

令第７条

第１１号

に掲げる

応急仮設

建築物 

上空、トンネルの上又は

高架の道路の路面下に設

けるもの 

Ａに０．０１４を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに０．０２５を

乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０２５を

乗じて得た額 

                                  」 

 「 

令第７条第４号に掲げる工事用施設

及び同条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

１９０円 

に 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物

及び同条第７号に掲げる施設 

７７円 

令第７条

第９号に

掲げる施

設 

建築物 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに０．０１６を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに０．０１１を

乗じて得た額 

令第７条

第１１号 

トンネルの上又は高架の

道路の路面下に設けるも 

Ａに０．０１６を

乗じて得た額 



に掲げる

応急仮設

建築物 

の    

上空に設けるもの Ａに０．０２を乗

じて得た額 

その他のもの Ａに０．０２８を

乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０２８を

乗じて得た額 

                                  」 

改める。 

 （伊勢崎市公共物管理条例の一部改正） 

第２条 伊勢崎市公共物管理条例（平成１７年伊勢崎市条例第１６８号）の一 

部を次のように改正する。 

  別表第１種電柱の項中「６３０円」を「４３０円」に改め、同表第２種電

柱の項中「９７０円」を「６６０円」に改め、同表第３種電柱の項中「１，

３００円」を「９００円」に改め、同表第１種電話柱の項中「５６０円」を

「３９０円」に改め、同表第２種電話柱の項中「９００円」を「６２０円」

に改め、同表第３種電話柱の項中「１，２００円」を「８５０円」に改め、

同表その他の柱類の項中「５６円」を「３９円」に改め、同表共架電線その

他上空に設ける線類の項中「６円」を「４円」に改め、同表地下に設ける電

線その他の線類の項中「３円」を「２円」に改め、同表諸管埋設の項中「２

４円」を「１６円」に、「３４円」を「２３円」に、「５１円」を「３５円」

に、「６７円」を「４６円」に、「１００円」を「７０円」に、「１３０円」

を「９３円」に、「２４０円」を「１６０円」に、「３４０円」を「２３０円」

に、「６７０円」を「４６０円」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市特別業務地区内の建築物等の制限に関する条例等の一部を改正する

条例をここに公布する。 



  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２６号 

伊勢崎市特別業務地区内の建築物等の制限に関する条例等の一部を改正

する条例 

（伊勢崎市特別業務地区内の建築物等の制限に関する条例の一部改正） 

第１条 伊勢崎市特別業務地区内の建築物等の制限に関する条例（平成１７年

伊勢崎市条例第１７３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第１０６条」を「第１０７条」に改める。 

第６条中「前条」を「第４条」に改める。 

（伊勢崎市特定用途制限地域における建築物等の制限に関する条例の一部改

正） 

第２条 伊勢崎市特定用途制限地域における建築物等の制限に関する条例（平

成１７年伊勢崎市条例第２８１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第１０６条」を「第１０７条」に改める。 

第６条各号列記以外の部分中「改築」の次に「、移転」を加える。 

第７条第２項第１号中「第１３７条の１７第８号」を「第１３７条の１８

第８号」に、「第１３７条の１８第１項」を「第１３７条の１９第１項」に

改め、同項第２号中「第１３７条の１８第２項第１号」を「第１３７条の１

９第２項第１号」に改める。 

別表第１国定東地区、向原東地区、向原中央地区及び平井地区の項中「身

体障害者福祉ホーム」を「福祉ホーム」に改める。 

（伊勢崎市地区計画区域内建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第３条 伊勢崎市地区計画区域内建築物の制限に関する条例（平成２４年伊勢

崎市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

第１２条各号列記以外の部分中「改築」の次に「、移転」を加える。 

別表第２の１多田山産業団地地区整備計画区域の部建築してはならない建

築物の項中「身体障害者福祉ホーム」を「福祉ホーム」に改める。 



附 則 

この条例は、平成２７年６月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２７号 

伊勢崎市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する

条例 

伊勢崎市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第１９２号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「指定するもの」の次に「（以下「管理職員」という。）」を加える。 

第１２条第１項中「第４条の規定に基づき管理職手当を支給される職員」を

「管理職員」に改め、同条第２項中「第４条の規定により管理職手当を支給さ

れる職員」を「管理職員」に改め、「週休日」の次に「（勤務時間を割り振らな

い日をいう。）」を加え、「祝日法による休日若しくは年末年始の休日」を「休

日等（次項において「週休日等」という。）」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊

急の必要により週休日等以外の日の午前零時から午前５時までの間であって

正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別

勤務手当を支給する。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市民病院使用料及び手数料条例の一部を改正する条例をここに公布す



る。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２８号 

伊勢崎市民病院使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市民病院使用料及び手数料条例（平成１７年伊勢崎市条例第２０２号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２中「特定疾患医療申請診断書、小児慢性特定疾患医療申請診断書」

を「難病医療申請診断書、小児慢性特定疾病医療申請診断書」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 赤堀町地域改善対策施設設置及び管理に関する条例を廃止する条例をここに

公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第２９号 

赤堀町地域改善対策施設設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

赤堀町地域改善対策施設設置及び管理に関する条例（昭和６１年赤堀町条例

第８号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

伊勢崎市介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例



をここに公布する。 

  平成２７年３月２５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第３０号 

伊勢崎市介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する

条例 

伊勢崎市介護老人保健施設事業の設置等に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第２０４号）の一部を次のように改正する。 

別表中「３２０円」を「３７０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後の利用に係る利用料について適用し、施行日前の利用に係る利用料につ

いては、なお従前の例による。 

 

 

 伊勢崎市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月３１日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第３１号 

伊勢崎市市税条例等の一部を改正する条例 

（伊勢崎市市税条例の一部改正） 

第１条 伊勢崎市市税条例（平成１７年伊勢崎市条例第７５号）の一部を次の

ように改正する。 



第３１条第２項の表第１号オ中「法人税法第２条第１６号」を「法第２９

２条第１項第４号の５」に、「又は同条第１７号の２に規定する連結個別資

本金等の額（保険業法に規定する相互会社にあっては、令第４５条の３の２

に定めるところにより算定した純資産額）」を「をいう。以下この表及び第

４項において同じ。」に、「この表」を「この表及び第４項」に改め、同条に

次の１項を加える。 

４ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）の

資本金等の額が、資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額

に満たない場合における第２項の規定の適用については、同項の表中「資

本金等の額が」とあるのは、「資本金の額及び資本準備金の額の合算額又

は出資金の額が」とする。 

第４８条第６項中「第２条第１２号の７の３」を「第２条第１２号の７」

に改める。 

第５０条第３項中「第２条第１２号の７の２」を「第２条第１２号の６の

７」に改める。 

第５７条及び第５９条中「第１０号の９」を「第１０号の１０」に改める。 

  附則第７条の３の２第１項中「平成３９年度」を「平成４１年度」に、

「平成２９年」を「平成３１年」に改める。 

  附則第９条の前に見出しとして「（個人の市民税の寄附金控除額に係る申

告の特例等）」を付し、同条を次のように改める。 

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において

「申告特例対象寄附者」という。）は、当分の間、第３４条の７第１項及

び第２項の規定によって控除すべき金額の控除を受けようとする場合には、

第３６条の２第４項の規定による申告書の提出（第３６条の３の規定によ

り当該申告書が提出されたものとみなされる所得税法第２条第１項第３７

号に規定する確定申告書の提出を含む。）に代えて、法第３１４条の７第

１項第１号に掲げる寄附金（以下この項及び次条において「地方団体に対

する寄附金」という。）を支出する際、法附則第７条第８項から第１０項

までに規定するところにより、地方団体に対する寄附金を受領する地方団

体の長に対し、同条第８項に規定する申告特例通知書（以下この条におい



て「申告特例通知書」という。）を送付することを求めることができる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において

「申告特例の求め」という。）を行った申告特例対象寄附者は、当該申告

特例の求めを行った日から賦課期日までの間に法附則第７条第１０項第１

号に掲げる事項に変更があったときは、同条第９項に規定する申告特例対

象年（次項において「申告特例対象年」という。）の翌年の１月１０日ま

でに、当該申告特例の求めを行った地方団体の長に対し、施行規則で定め

るところにより、当該変更があった事項その他施行規則で定める事項を届

け出なければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は、申告特例対象年の翌年の１月

３１日までに、法附則第７条第１０項の規定により申請書に記載された当

該申告特例の求めを行った者の住所（同条第１１項の規定により住所の変

更の届出があったときは、当該変更後の住所）の所在地の市町村長に対し、

施行規則で定めるところにより、申告特例通知書を送付しなければならな

い。 

４ 申告特例の求めを行った者が、法附則第７条第１３項各号のいずれかに

該当する場合において、同項前段の規定の適用を受けるときは、前項の規

定による申告特例通知書の送付を受けた市町村長は、当該申告特例の求め

を行った者に対し、その旨の通知その他の必要な措置を講ずるものとする。 

附則第９条の次に次の１条を加える。 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対する寄

附金を支出し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申

告特例通知書の送付があった場合（法附則第７条第１３項の規定によりな

かったものとみなされる場合を除く。）においては、法附則第７条の２第

４項に規定するところにより控除すべき額を、第３４条の７第１項及び第

２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。 

附則第１０条の２第５項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第

４０項」に改める。 

  附則第１１条の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成

２７年度から平成２９年度まで」に改める。 



  附則第１１条の２の見出し中「平成２５年度又は平成２６年度」を「平成

２８年度又は平成２９年度」に改め、同条第１項中「平成２５年度分又は平

成２６年度分」を「平成２８年度分又は平成２９年度分」に改め、同条第２

項中「平成２５年度適用土地」を「平成２８年度適用土地」に、「平成２５

年度類似適用土地」を「平成２８年度類似適用土地」に、「平成２６年度分」

を「平成２９年度分」に改める。 

  附則第１２条の前の見出し及び同条中「平成２４年度から平成２６年度ま

で」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改める。 

附則第１２条の２中「地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部

を改正する法律（平成２４年法律第１７号。以下この条において「平成２４

年改正法」という。）附則第１０条第１項」を「地方税法等の一部を改正す

る法律（平成２７年法律第２号）附則第１８条」に、「平成２４年度から平

成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め、「（平成

２４年改正法附則第９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）」を削る。 

附則第１３条（見出しを含む。）中「平成２４年度から平成２６年度まで」

を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改める。 

  附則第１５条第１項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２

７年度から平成２９年度まで」に改め、同条第２項中「平成２７年３月３１

日」を「平成３０年３月３１日」に改める。 

附則第１６条を次のように改める。 

（軽自動車税の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽

自動車に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２

７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初めて道路運送車両法

第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項及び第３項におい

て「初回車両番号指定」という。）を受けた場合において、平成２８年度

分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 



第８２条第２号ア ３，９００円 １，０００円 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。次項において同

じ。）に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２

７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第８２条第２号ア ３，９００円 ２，０００円 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適

用については、当該軽自動車が平成２７年４月１日から平成２８年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合において、平成２８年度分

の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第８２条第２号ア ３，９００円 ３，０００円 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

（伊勢崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 



第２条 伊勢崎市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年伊勢崎市条例

第２５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中伊勢崎市市税条例附則第１６条の改正規定を次のように改める。 

附則第１６条第３項中「附則第３０条第３項第１号」を「附則第３０条第

５項第１号」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「附則第３０条

第２項第１号」を「附則第３０条第４項第１号」に改め、同項を同条第３項

とし、同条第１項中「附則第３０条第１項第１号」を「附則第３０条第３項

第１号」に、「初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両

番号の指定（次項及び第３項において「初回車両番号指定」という。）」を

「初回車両番号指定」に改め、同項を同条第２項とし、同項の前に次の１項

を加える。 

法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自

動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号

の指定（以下この条において「初回車両番号指定」という。）を受けた月

から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税に係る第８２条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第８２条第２号ア ３，９００円 ４，６００円 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

附則第１条第３号中「第８２条の改正規定」を「第８２条第２号アの改正

規定（「３，６００円」に係る部分を除く。）」に、「附則第４条」を「附則第

４条第１項」に改め、同条第４号中「第５２条第１項及び」の次に「第８２

条第１号の改正規定、同条第２号アの改正規定（「３，６００円」に係る部

分に限る。）及びイの改正規定並びに同条第３号の改正規定並びに」を加え、

「附則第５条」を「附則第４条第２項、第５条」に改める。 

附則第４条中「第８２条」を「第８２条第２号ア（「３，６００円」に係



る部分を除く。）」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 新条例第８２条第１号、第２号ア（「３，６００円」に係る部分に限

る。）、イ及び第３号の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税に

ついて適用し、平成２７年度分までの軽自動車税については、なお従前の

例による。 

  附則第６条の表中「附則第１６条」を「附則第１６条第１項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条中伊

勢崎市市税条例等の一部を改正する条例附則第１条第３号及び第４号並びに

第４条の改正規定は、公布の日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の伊勢崎市市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２７年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、平成２６年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第９条の規定は、市民税の所得割の納税義務者が施行日以後に

支出する新条例附則第９条第１項に規定する地方団体に対する寄附金につい

て適用する。 

３ 新条例附則第９条の２の規定は、平成２８年度以後の年度分の個人の市民

税について適用する。 

４ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関する部分

は、この条例の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日

以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開

始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法

人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、平成２７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２６年

度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 



（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例附則第１６条の規定は、平成２８年度分の軽自動車税について

適用する。 

 

 

 伊勢崎市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月３１日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第３２号 

伊勢崎市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市都市計画税条例（平成１７年伊勢崎市条例第７７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第２項中「又は第２８項」を「、第２８項又は第３０項から第３３項

まで」に改める。 

附則第６項の前の見出し、附則第６項から附則第１０項まで及び附則第１１

項（見出しを含む。）中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７

年度から平成２９年度まで」に改める。 

附則第１５項中「第１１項、第１５項から第２２項まで、第２４項、第２６

項、第３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０項」を「第１３項、第１７

項から第２４項まで、第２６項、第２８項、第３２項、第３６項、第３７項若

しくは第４２項」に、「第２８項」を「第３０項から第３３項まで」に改める。 

附則第１６項中「地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正

する法律（平成２４年法律第１７号。以下この項において「平成２４年改正法」

という。）附則第１０条第１項」を「地方税法等の一部を改正する法律（平成

２７年法律第２号）附則第１８条」に、「平成２４年度から平成２６年度まで」

を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め、「（平成２４年改正法附則第

９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を削る。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の伊勢崎市都市計画税条例の規定は、平成２７年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２６年度分までの都市計画

税については、なお従前の例による。 

 

 

 伊勢崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月３１日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第３３号 

伊勢崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市国民健康保険税条例（平成１７年伊勢崎市条例第２１８号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第２項ただし書中「５１万円」を「５２万円」に改め、同条第３項た

だし書中「１６万円」を「１７万円」に改め、同条第４項ただし書中「１４万

円」を「１６万円」に改める。 

第２４条中「５１万円」を「５２万円」に、「１６万円」を「１７万円」に、

「１４万円」を「１６万円」に改め、同条第２号中「２４万５，０００円」を

「２６万円」に改め、同条第３号中「４５万円」を「４７万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の伊勢崎市国民健康保険税条例の規定は、平成２７年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、平成２６年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 


